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経営情報システムに関する
主導概念のオーバービュー

ー現在を知るための過去から現在一

割参大学商学部　内野　明

Overview of the Leading Concepts on Management Information Systems

to Understand the Present Situation from the Past

senshu Unive,sity. School.i C.mme,ce Akira Uchino

現在企業情報システムは,単にソフト遺産の継承,古いシステムの継承という意味で過去を引きずっているだけではない｡それぞ

れの時期のシステムは異なった主導概念の下に作られつつも,それ以前の概念を含んでいるので,システムはそれぞれ違った主導概

念の混在という問題も同時に含んでいる｡

本稿の目的は,経営情報システムの現状を学部学生に的確に教育するために,情報システムの主導概念の変遷, <過去>から<現

在>をオーバービューすることにある｡

オーバービューに先立ち,いかに企業情報システムが混沌とし,わかりにくい状態にあるかの背景説明が行われ,現状を知るため

に情報システムの発展を理解しなければいけない必要性が説明される0

オーバービューされる主導概念としては, EDPS, MIS, DSS, OA EUC, SIS, BPR CAI.S･EC･e-Business,ユビキタス社会･ Web2.0

であり,全体の流れを一覧する情報システム主導概念の一覧表と対照させながら説明が行われる｡

キーワード:経営情報システムMIS,企業情報システムCIS,主導概念,オーバービュー

Current corporate information systems mix old applicationswitholdLeading Concepts. Students, who learn Management Informa-

tion Systems (MIS) ,are confusedwiththe software and conceptualheritage. To understandthe present situation from the past, this

ardclefocuses on overviewlng theLeading Concepts on MIS.

nis arhcle is made up asfollows :

Firstly,也e background and也e purpose of research is discussed.

Secondly,the reasons why we can't graspthe present situa也on on MIS today are analyzed.

nirdly, topics which should be revealedare showed.

Fourthly,the overview table is presentedandLeading Concepts are explained.

Lastly, summary and future tasks are discussed.

Leading Concepts on MISare "EDPS", "MIS", "DSS", "OA", "EUC", "SIS", "BPR", "CAI.S & EC & e-Business", and "ubiquitous Soci-

ety & Web 2.0.''Some of them are different血･om past research and someare discussed血･om山e different point of view.

Contribution of this article is not for research on MIS but for undergraduate education by summarizing pastLeading Concepts and

mapping men on table.

Keywords : Management Information Systems, Corporate Information Systems,Leading Concepts, Overview

1.はじめに

日本の社会科学系の学部教育において｢経営情

報論｣あるいは｢経営情報システム論｣などの名

称で,主として企業情報システムを取り扱う科目

が存在する｡経営情報学部のようなこの領域を専

門教育の柱にする場合は,プログラミングやシス
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テム開発に関する科目までを含んだ情報技術に関

する諸科目はもとより,経営学,組織論,戦略論

などの関連科目が整備されているはずである｡し

かし,一般の社会科学系の学部では,関連科目の

連動性が低い状態で単独に経営情報論等の科目が

設置されている場合も多い｡
一方,教科内容の主たる対象である企業情報シ
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ステムはどのような状態にあるかというと,後述

のように現在非常にとらえにくい状態になってい

る｡もし,企業情報システムが最新あるいは最新

に近い情報技術によってのみ構築されているので

あれば,最新事情を教えれば現状を伝えたことに

なる｡しかし,過去の大いなる遺産を引き継ぐよ

うな形で構成される巨大化した企業情報システム

は,その標準的な全体像を最新技術の部分だけで

的確に伝えられるような状態にはない｡

さらに教える教員側にも問題がある｡情報技術

の急激な変化の前に自分の持っている知識が劣化

している場合がある｡技術面をクリアしたとして

も,現実の状況がみえるわけではない｡たとえば

情報系の雑誌に紹介されている事例について,こ

の事例が将来の情報システムの進化の方向性を示

すものなのか,現在ある程度普及した一般性があ

るものなのか,あるいは特異なものなのかを判断

するためには,技術だけでなく,現状を正しく把

握していなければならない｡しかしながら,現場

を知らない,あるいは昔の現場しか知らない教員

が教える場合が多くなっている｡

適切な教科書があれば指導も可能である｡米国

の主要な教科書では大勢のスタッフが協力して,

なかには毎年のように改訂を繰り返しているもの

がある1)｡日本では｢経営情報論｣等の科Hのカ

リキュラム上の位置づけが暖味なため,教えるべ

き内容はばらついた状態である｡もちろん著者の

負担と出版事情のため,時代の流れと共に改訂を

繰り返すことも不可能である｡

経営情報システムの現状を学部学生にきちっと

教育するためには,次の3点が必要となる｡

(1)企業情報システムの現状把握

(2)企業情報システムの現状を説明するための過

去とのつながり

(3)上記2点を理解させうるテキスト

そもそも(1)企業情報システムの現状,すなわ

ち<現在>の姿を的確にとらえることが必要であ

る｡さらに現在の姿に混ざる過去の概念を理解す

るために(2)情報システムの主導概念の変遷, <

過去>から<現在>をいかに伝えるかも大きな問

題となる｡これらを議論した上で, (3)経営情報

システムのテキストとして必要な構成や内容が決

まってくる｡その上でどのようなテキストが最適

なのか,どのように教えるべきかの具体的教育方

法が語られる｡

本稿の目的は,上述の経営情報システムの現状

を学部学生に的確に教育するための｢(2)情報シ

ステムの主導概念の変遷, <過去>から<現在>

をいかに伝えるか｣を,経営情報システムに関す

る主導概念のオーバービューを具体的に行いなが

ら議論していく｡そして別途研究を行っている

(1)(3)についての考察とともに経営情報システム

の学部教育に貢献することを目的とする｡

経営情報システムに関する先行研究は膨大なも

のがある｡理論研究の専門書ばかりでなくテキス

トも多い｡しかし,過去から現在までの全体の流

れを常に意識しながら,必要最小限何を取り上げ,

何を伝えるべきかの側面について議論している先

行研究はほとんど存在しない｡

従来の経営情報システムの文献において,過去

の主要な概念を説明する際,その概念が時代を

リードした時点での概念説明,すなわち当時の議

論と,その後の評価の変遷,さらに現状でどう解

釈し,評価すべきなのかが必ずしも明確になって

いない場合が多かった｡理論研究の場合は前後の

文脈で判断が可能だとしても,当然テキストの場

合は,これではわかりやすいとはいえない｡

本稿では,先行研究が少なく,また,テキスト

に関しては後日(3)の議論と関連づけるので文献

の参照は最小限にとどめている｡もちろん経営情

報システムそのものをいかにとらえるかの遠山

(1998)のような研究は踏まえているものの,あ

くまで経営情報システムの現状を学生達に理解さ

せるための視点から議論し,その要点をオーバー

ビューしている｡

したがって本研究は経営情報システムの理論研

究面における成果はほとんど期待できない｡しか

し,学部教育における今後の貢献を加味すると,

経営情報システム分野における研究として十分有

意義なものであると考えている｡
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2.経営情報システムとは

本稿でいう経営情報システムとは,社会科学系

の学部教育で設置される｢経営情報論｣あるいは

｢経営情報システム論｣で学ぶべき企業情報シス

テム,特に日本企業の情報化の様態を把握するた

めに,日本企業の情報システムを意味するものと

する｡

もちろんこの用語は米国では1960年代初期か

ら70年代初期にかけてブームとなったMIS

(Management Information Systems)の日本語訳

と同じであって,さらに企業情報システム領域を

あらわす･般名称でもある｡

米国の経営情報システム(Management lnfor-

mationSystems :以下MIS)のテキストにおいて

は, MISをあたかもコンピュータを前提とした

情報システム以外にありえないかのようなCBIS

(Computer Based Information systems)と同義語

に使う場合が多い2).これらのテキストでは最新

の情報技術を駆使した企業情報システムの事例が

多数紹介され,あたかも巨大なあるいは複数の情

報システムがそれ白身企業内に存在しているかの

ように説明される場合が多い｡

一一一万,コンピュータのソフトウェア,ハード

ウェア,ネットワークの集合体と企業情報システ

ムを認識しがちな米国流のMISのアンチテーゼ

として,H春では,人と情報の結びつき,組織,

マネジメントと情報との結びつきが強調されるLl

したがって小さな組織,小さな企業を例外とし

て,現在パソコンなどの情報通信技術を全く利用

しない組織体や企業は現実的には想定しにくいの

が実態であろう｡たとえそうであっても,理論卜

はコンピュータなしの情報システムが存在しうる

ことを指摘する場合がある｡この延長線上で日本

では経営戦略,組織戦略と情報システムの関わり

により大きなウェ-トを置く｡

筆者は, MISとして包含すべき領域を広くと

らえ,行政府,非営利組織を含むすべての組織で

あると考えている｡

しかし,本稿ではこのような経営情報システム

の概念のとらえ方についての議論は避ける｡ここ
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では今学生達の前にあるH本企業の情報システム

の現状を把握させること,そのために資すること

をl川勺とする｡)したがって,本稿については上記

のようにMISをきわめて簡単な定義で済ませる

とともに,企業情報システムをMISとほぼ置き

換え可能に用いることとする｡

3.なぜ企業情報システムが

とらえにくいのか

情報通信技術(hformation and Communication

Technology :以F ICT)の変化が急激であること

は半ば常識となっている｡企業情報システムがこ

の変化を受け,また,企業環境の変化を受けなが

ら日々変化していることも事実である｡

ただし,すべての企業が常に最新のICTを取

り入れ,その情報システムを更新しているわけで

はない｡個々の企業の事情によって,取り込み万

に違いがある｡また, 4, 5年を周期とする情報

システムの更新サイクルも個別企業ごとに異なり,

取り込みのタイミング取り込み方の違いによって

情報システムは個々様相を取にする｡

ICTが大きく変化する局面では違いが顕著に感

じ取られる｡インターネットが情報系システムに

導入され, 1人1台のPCを保有するようになっ

た95年から97年にかけてのわれわれの調査では,

導入がほんの少し違うだけで, PC,OS,グループ

ウェアなどの利用方法に違いがみられるケースが

あった3)0

更新すべきシステムを導入した直後に情報技術

が大きく変わってしまうと,その後数年にわたっ

てその企業の情報系システムは周回遅れのものと

みなされてしまう｡　▲度導入されたシステムは次

の更新までその状態を維持せざるをえないのであ

る｡

しかし∴更新タイミングのずれだけを情報シス

テムがもっているのならば,その実態は把握叶能

であろう｡大企業の本社管理部門のオフィスを考

えて見てみると,更新についての若干のタイミン

グのずれはあっても,いずれ次の更新時点での最

新のものを導入すると考えられる｡この面からい
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うと,エンドユーザが揺する情報系システムにお

いては長い目で見れば大きな相違は生じないと考

えることもできる｡

しかし,基幹系,業務系のシステム資産はシス

テム開発に莫大な費用がかかるので長く継承され

る傾向がある｡新たにシステムを作り直す時間,

そのリスク,費用を勘案すると,部分的に手直し

して利用する道を選ぶ場合が多い｡したがって

ハードウェアがある期間ごとに置き換えられるの

に対し,ソフトウェアは過去からの遺産として継

承される場合が多い｡

過去からの遺産として継承されるソフトウェア,

アプリケーションの集合体は,情報システムの複

雑化ももたらす｡同一企業が複数工場を持ってい

る場合,すべての工場が比較的統一された情報シ

ステムをもっているならば管理しやすいし,実態

把握も楽である｡しかし,実際には工場の稼働の

タイミング,それぞれの情報システム導入の経緯,

さらには製品部門の違いによって,複数の異なる

形態を持つ情報システムの下に工場が管理される

こともありうる｡

これは同じ工場レベルだけでなく,企業情報シ

ステムのレベルでえても同じである｡実際情報シ

ステムを統合された一つの情報システムとしてと

らえている大企業の情報システム担当者に出会っ

たことはない｡すなわち,実際の企業情報システ

ムは,新旧ばらばらの形態をもった,複数の情報

システムの集合体となっている｡

過去の遺産を捨て去り,統合的な情報システム

を構築可能にするというERP (EnterpriseRe-

source Planning)パッケージのようなアプリケー

ションも登場している｡実際に統合的な情報シス

テムを構築が可能であれば,企業統合などの大規

模な情報システム更新時,あるいは新規システム

の構築が必要なタイミングで全面的にERPパッ

ケージに乗り換えることも考えられる｡

しかしながら, ERPの利用実態に関して雑誌,

文献等で紹介される事例は必ずしもその実態につ

いて正しく伝えられてはいないようである｡少な

くとも統合的な情報システムとして利用されてい

るよりも,会計システムとして利用するなど企業

52

情報システム全体の中のサブシステムを構成する

アプリケーションとして導入されているケースが

多いようである｡

4.何が見えていないか

4-1.情報系システムについて

インターネットにつながった1人1台のパソコ

ン(以下PC)環境が整備され,グループウェア

やワークフローを利用した情報共有の仕組みやナ

レッジマネジメント向けのソフトウェアが入って,

本当にオフィスワ-カの生産性があがったのだろ

うか｡先にもふれたようにインターネットが導入

された時代の95年から97年にかけてわれわれは

実態調査を行っている｡そこで用いられている

ICTの企業組織への影響モデルを下記の図表1に

示す｡

利用形態として,一部の企業では第3段階の

ワークフローシステムや電子りん議が既に使われ

ていたものの,調査時点では,全体としては平均

的に第1段階が終わり,まだ第2段階に入ってい

くらもたってない状態であった｡

その調査から10年の歳月が流れているので,

調査企業全体の動向は,この表でいう第3段階に

入っているはずである｡第3段階へ入ることに

よって何がどう変化したのか｡効率化の側面ばか

りでなく創造性にどのような進歩があったのか｡

さらにこの図表1で示すフレームは第3段階で

終わっている｡当時の時間軸の先端は90年代末

程度,少なくとも21世紀は射程に入っていな

かった｡ユビキタス社会が喧伝される現在におい

て,果たして第3段階を超える概念が模索され,

この時点では未知の新たなステージに入っている

企業があるのかどうか｡

残念ながらこれらの点についてもしっかりした

調査研究が行われているとは言い難い状態である｡

われわれは大企業の本社オフィス部門に対して,

このあたりについてきちっとした調査と分析を必

要としている｡
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I::コl

lCTの企業組織への影響モデル

利用機能 �7ﾘ6ﾈ5x8�986x-h,ﾈ帽ｻ��組織への影響 
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情報共有化 �6H��ﾆh麒L"ﾉ6H��檍ｶ2��饑�ｺItﾈ嶌4�8ｸ�ｸ7h4X4x4��情報(知識,知恵)の共有利 
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コラボレー �8��ｸ4�7H8ﾘ�ｸ5h5�6X8��競争作業の効率化 
電子りん議 グループウエアの高度利用 佻ﾘ*(,ﾉ��+ｸ�8ｻRﾈﾗhﾊ97�,ﾉF2�環��i�ﾈ,��饑�zﾉ,ｨ,�.h.�8輊ﾈ��･プロジェクト単位の仕事が部内を走るo 

シ∃ン 劒X攣%�肩,ﾉZｨｨH,ﾉk8�9j�+8*�.rﾈ攣�x,ﾉG�鈔��ｹ+r騁H�,�ｸ蹴ﾘ7h8ﾘ5x4h4�6x8ｨ�ｲ�

定への貢献 �5��ｲ��

出所　内野他(1999), p 39,表2より｡

4-2.基幹系･業務系システムについて

前述のように現在の企業情報システムは過去の

遺産を継承する,複数のシステムの集合体となっ

ている｡これらを業種,規模の違い,情報システ

ム導入のタイミングによる違いによって,一般的

な傾向,あるいはいくつかの情報システムのパ

ターンとして認識できれば問題がない｡

しかし,このような試みはほとんど行われてお

らず,実際には同業種,同規模でも異なる情報シ

ステムを持つ例外的な事例が目につき, <混沌と

した状態>としかいえない｡

日本で｢汎用｣とコンピュータにその名を冠し

て販売しているのは現在富士通と日本IBMだけ

となった｡メインフレームはメーカのカタログ上

からも姿を消そうとしているように思える｡確か

にネットワークのコアがインターネットに移り,

クライアント/サーバ(Client SeⅣer :以下C/S)

形態が現在の情報システムの根幹であることは間

違いない｡

ここ10年でメインフレームは半減し, COBOL

のような第3世代の言語もかなり減りつつあるこ

とは実感できる｡しかし,その実態はとなると必

ずしも明確ではない｡ COBOLのシステムはどの

程度生き残っているのか｡たとえ半減していても,

実態としての業務システムの根幹を今でも主要言

語として支えているのではないか4)｡

ここ数年の調査の中で,ある中堅企業で10年

以上使われているオフコンで稼働している業務シ

ステムを見たことがある｡古式ゆかしいオフコン

を見て,思わず｢メーカがまだメンテナンスをし

てくれるのですか｣と口をつきかけたシステムで

ある｡ 15,20年前に開発されたシステムであって

も,その企業固有の業務システムを支えてくれて

おり,その下で業務が滞りなく進むのであれば,

危険を冒して新規システムを構築する必要はない｡

ハードウェアも買い取りならば,使えるだけ使う

企業があってもおかしくない｡

中堅･中小企業におけるこのようなオフコンの

利用はあくまで例外なのか｡大企業における汎用

コンピュータの利用はどのようなものか｡イン

ターネットがバックボーンになっている状況下で,

C/S型の仕組みと従来型の組み合わせの現状はど

うかなど,筆者にとって実態が必ずしも把握され

ていない事象は数多い｡

5.なぜ過去から現在なのか

企業情報システムの現状がとらえにくく,さら
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ミ　､･

情報システムの主導概念の変還(1)

年代 鉄�D��9��ﾈ���60年代半ば～70年代前半 田�D��8��s�D��2�70年代後半～80年代前半 

辛 I 概 念 乃E�2��E��E��MIS 経営情報システム 忍52�ﾔU2ﾄU52ﾄT�2ﾄtE52��8輊ﾈ�.育�x5h5�6X8��OA オフィス.オートメシ∃ン 

ManagementlnfO｢mation 認V6�6柳�7W���'B�OfficeAutomation 

Systems �7�7FVﾗ2�

対 兔Hﾙ�自YI�Xｮ仂b�米国大企業 �?ｩ¥H自YI�Xｮ仂b�企業の本社,オフィス部門 
象 剴坙{の大企業 刳驪ﾆ規模を問わず関連 

定 義 ��経営者に必要な情報を必要な �8輊ﾈ�.�,ﾈ齷:陋ｸ,X,ﾘ,�*ﾒﾂ�コピー,FAX,WP,オフコン, 
時に提供することをめざした �8輊ﾈ�.�,ﾈ辷�,�7ﾈ48986x*｢�パソコンといった単体機器の 

情報システム �'X*�.ｨ+ﾙ�驢(ﾅ�,ﾈ5h5�6X8��発達によるオフィスの情幸馴ヒ 

般 刪ﾓ思決定の自動化を指向した と誤解された -MISは失敗という評価 あり 丼ID�,ﾔﾔ�8潔��*�.y�hﾝﾘ�ｲ�他の概念より息が長く使用さ 
狗 剩ﾔ�8,ﾈ4�986�6X�ｸ5ｸ,h+X,B�れるOOA機器という用語は 
局 角等 劍･ID�*ｩX�ｷ��現在でも使われることがある 

コ±:亡 剴坙{企業の情報システム化が 進展するきっかけとなった �<�.鮎ik�,�*�*�.��饑�y駅�,ﾂ�オフィスワ-力の情報化を促 
忠 義 劔�9��8輊ﾈ�.育�x,ﾈ雹5�,ﾂ�進,情幸馴ヒの進展をTV広告 

重要性を認識させた �/�,ｨ+h,H自Lｨ,ﾉ�ﾈ.�&ﾘ.��ｲ�

圭 剏o営者,lS担当者 �7�6�8ｸ7ﾘ6ﾈ5x8�986r�8輊ﾈ��中小企業を含む経営者,lS担 
導 主 体 劔.逸"��ﾘﾆ�8�"��7WF庸W2��当者,オフィスワ-力 

/ 劍���
EDPS:Elect｢OnicDataP｢ocessi∩gSystems 剩U3､U��Z'E7�7FVﾒ�

ADP:AutOmatedDataP｢Ocessi∩g 剩U53､W�7WF庸U7W���'E7�7FVﾗ2�

lDP:l∩teg｢atedDataP｢○cessing 剩T�3､U�7WF庸Vﾆ詛�&ﾖ�F尾�7�7FVﾗ2�

GSDD:GroupDecisionSupportSystems 

に何が見えていないかについて述べてきた｡〕日本

企業の惜柑化の歩みを振り返ると,特定の時期に

は情報システムを主導する概念が存在し,その概

念のもとにその時期の情報システムが構築されて

きたことがわかる｡

日本人は熟しやすく,冷めやすい｡ある時期流

行した主導概念は急速に廃れ,情報システムに開

通する人々のLIにのぼらなくなることがあるo　そ

れだけ時代区分を考えやすいといえる｡

しかしながら,一一･度主導的概念として情報シス

テムに取り込まれた考え方は,巨削勺役割を譲っ

たとしても,次の時期の情報システム構築のため
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の基礎概念として,あるいは当初の意味合いを異

にしながら水面下で生き続けたりする｡

したがって現在の情報システムは,単にソフト

遺産の継承,占いシステムの継承という意味で過

去を引きずっているだけではない｡それぞれの時

期のシステムは異なった主導概念の下に作られつ

つも,それ以前の概念を含んでいるので,システ

ムはそれぞれ違った主導概念の混在という問題も

同時に含んでいるのである｡

この糸を解きほぐし,現在の姿に混ざる過去の

考え方を理解しつつ,正しい現状認識を行うため

に,企業情報システムの主導概念の変遷,すなわ
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崇エコ

情報システムの主導概念の変還(2)

年代 塔�D��8ﾎ9Kﾈ����D顏�:｢�日本93年～96年 涛�D��9Kﾈ,���#��(ｴ傀�:｢��2002年～ � 

辛 �4�2�BPR �4�ﾅ2�冰biquitous Web2.0 
情報技術の戦略的利用 �8ｨ4x985x6ｨ4�8ｨ984��'W6匁W75�&�6W72�&VV誚匁VW&匁r�EC 

l 概 念 ��ﾙzｩ4��饑�5h5�6X8��乏ﾔ'W6匁W72�

Strategiclnformation Systems 僞lectronicCommerce 

対 ��Xｮ仂i(i�2ﾈｼh､Ud��,ﾈ甁�大企業 �#$"�� 
象 俐2ﾈ��|ﾘﾏｸｮ仂b�中堅企業 �#$2�

定 義 滅8,ﾉtI�(,�.h.�7(5x6ﾈ5液B�肩/�ｦﾙ]ｸ+X,H*(.��i�倬i~�/��8磁8,hﾌH-B� �48985��ｸ6ﾈ6(6xｮ仂h,ﾉ�I:ｨ,b�ﾜ��ﾂ��ﾖ�ｦ�ﾆT&���冤CTのパーソナル化 SNS,Blog Google,Wikipedia 

舵 的 見 節 ��Xｴｹlﾘ5h5�6X8�､ｩJﾘ*ｨﾄｨ.云B�+8.｢ﾉtH見�ｸ,ﾈ+ﾘ-�.h.に<r���*�.y�X.悦�,h+8.ｨ,�*(+ﾘ-��,ﾈ､ｩJﾘ,ﾉ�hﾜｨ*ｨｺﾘ*ﾘ,�.��

lSが初めて戦略的優位,ビ �6�7X8ｹ_h�8ﾎ8,ﾈ7ﾘ6ﾈ5r�8�986x詹d�,X*�.�,i:�� �-璽『』一一 
意 義 �5x6ﾈ5�,ﾉY�ｮﾘ,�,�.�.�,ﾈ,iDb�時に当時の情報システ 剪�牝85�4�k9�ﾆﾄ85�4��

識された �8�,ﾈ益;�ﾋIyﾘ,�.�,�,��+ﾒ�劔(R∈】dlOF｢eque∩cyldenti- fication:RFID) XML:Extensible M∈〕｢kupLanguage ∪ML.∪∩ifiedModel- 

主 導 主 佝�8�"ﾄ6ﾄ�ﾅ9YInY+r� 

データウエアハウス 

体 �6�7X8ｹ_h�8,h,h.�,傲�lR�刄fータマイニングingLanguage 

SCM:SupplyCha‥1Ma∩ag CRM:CustomerRelationsh Mnagement SPA:S;〕lesFO｢ceAUtOmat 册mnt ip iO∩ 

80年代前半～90年代後半 

E∪C 

エンドユーザ.コンピューティング End∪serComputing 劔&ﾘ�ﾆ�2╋ﾓ｢��5�､���ﾆ�6�F��U%�Х蹤Z'�&�2�KnowledgeMa∩ageme∩t) OnSe｢ViceP｢OVide｢ eResOu｢cePlanni∩g 

すべての企業の管理部門 

EDlこElect｢○∩icDataExch∩geインターネット技術 

ECR:EfficentCust〇me｢Responseイントラ(エクストラ)ネット 

QR:Q山ckRespOnseグループウエア 

ち<過去>から<現在>をいかに伝えるかが問題　　以下,ある時期の情報システムをとりまく時代

となるのである｡この部分がまさに本稿でいう経　　区分ともなる｢企業情報システムの主導的概念｣

営情報システムの根幹となる｡

6.オーバービュー

6-l.オ-バービューのポイント
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で<過去>から<現在>をオーバービューしてい

く｡

オーバービューという表現を用いているのは,

それぞれの主導概念,あるいは時代区分を説明す

るために必要な要素を筆者なりの観点から抽出し,
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それに最小限の説明を加える形にしているからで

ある｡

オーバービューのためのポイントを整理すると

次の4点になろう｡

(1)全体の流れを常に意識

(2)情報技術,経営環境,情報システム部門と

ユーザ部門の環境

(3)どの時点の評価と説明であるかの明示

(4)何が継承され現在に生きているのか

まず,単に情報システムの歴史を学ぼうという

わけではないので,全体の流れを常に意識し,そ

の全体の中でどの部分を議論しているかを常に鮮

明にする必要がある｡

もちろん,その時期の情報技術がどのようなも

のであったかの最低限の理解も必要である｡その

時期の経営環境,情報システム部門とユーザ部門

についての環境の理解も必要である｡

次に,ここで対象としている主導的概念あるい

はある時期の情報システムをとりまく時代区分を,

その時代の説明,評価として語る｡もしかしたら,

当時から現在までの評価あるいは概念そのものの

変遷についての説明も必要であるかもしれない｡

最後に,何が継承され何が現在に生きているの

かについての説明も必要となる｡

以下, ｢表2情報システムの主導概念の変遷｣

を参照しつつ,それぞれの概念,時代区分につい

て,その背景となる情報技術の水準についての記

述を含めて整理していく｡

6-2. EDPSの時代

戦後の世界をリードする米国では50年代の後

半あたりから文字通りの大企業,多国籍企業が登

場する｡このビッグビジネスの事務処理をこなす

ためPCS (Punched Card System)が使われた｡

しかし,コンピュータの商用化にともない,この

PCSシステムの中核がコンピュータに置き換わ

る｡ PCSでは,穿孔されたカードである紙カー

ドそのものがデータを保存する媒体でもあり,こ

のカードを直接ソーティングする機械が利用され

た｡

当時コンピュータは電子計算機とよばれていた｡

したがって<計算を非常に速く行う計算機>のイ

メージが一方にあったものの,企業における利用

では,人海戦術ではこなしにくい事務処理,デー

タ処理を効率的に行う機械としての側面が強かっ

た｡

電子計算機が企業情報システム取り入れられる

と,紙カードは主としてプログラムやデータの入

力媒体,あるいはそれらのバックアップの媒体と

なった｡

電子計算機を使った処理をEDPS (Electronic

Data Processing Systems)とよぴ,時には電子計

算機そのものとしてEDPSを用いた｡また,当

時の<電子計算機>は現在の<コンピュータ>と

は想像がつかないくらい機能が低いものであった｡

日本ではこの時代ほんの一握りの企業しか電子

計算機を保有しておらず,先進国アメリカと先進

国を目指す日本との間には,大きな格差が存在し

ていた｡

米国では,単体として事務処理を行うEDPS

のイメージから企業情報システム-の萌芽を示す

ADP (Automated Data Processing :自動データ

処理)やIDP (Integrated Data Processing :統合

データ処理)という概念が存在した｡

6-3.経営情報システム

コンピュータは依然現在のものとは比較しょう

もないほど処理能力は低かったものの, 1960年代

初頭になると, TSS (Time Sharing System)やオ

ンラインリアルタイムシステム(OLRT: Onune

RealTime system),複数の端末からホストを利用

するなど,現在の姿を坊沸させるコンピュータ利

用形態の初期の実用化が始まった｡

このような情報技術の進展を受けつつ, 60年代

の初頭から半ばにかけて,米国ではいくつかの大

規模な情報システムが構築された｡たとえば米国

空軍のSAGE (Semi Automatic Ground Environ-

ment)とよばれる防衛システムは,個々のコン

ピュータが特定の業務を遂行するものというより,

全体として<統合化された情報システム>といえ

る状態になった｡

また,アメリカンエアラインの座席予約システ
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ムで,後の時代に特に有名になるSABER (Semi-

Automated Business Research Environment)の初

期のシステムが構築され,チェーンマンハッタン

銀行やバンカーズトラストなどの巨大銀行に大規

模な情報システムが登場した｡

このような状況を背景に60年代初期の米国に

おいてMIS (Management Information Systems)

という概念が登場し,企業情報システムへの大規

模投資の動きがおこった｡ MISは｢経営者が必

要な情報を必要な時に提供するシステム｣として

紹介された｡

バラ色の世界をもたらすこの目標それは, 21

世紀に入ってもいまだに達成不可能なままである｡

当時の情報技術の水準でMISブームを経験した

60年代半ばの米国では,早くもMISの概念その

ものに疑問が示されるようになりはじめていた

(Deaden, 1964, 1966, 1971)｡

あらゆる面で米国とは大差があった当時の日本

では, 1967年に｢訪米MIS使節団｣が組織され,

その報告書が公開されることによって,日本でも

MISがブームになった｡

コンピュータなど無縁な多くの日本企業にとっ

て,伝えられた先進国米国の企業情報システムの

先進性は衝撃的であった｡米国からMISに対す

る否定的な見解が伝えられつつも,日本では70

年代前半まではMISを標梼する,コンピュータ

導入の黍明期が続くことになる｡

当時, MISブームが過ぎ去る時期こそずれて

も,日米ともに｢MISは失敗｣と位置づける論

調が多かった｡しかし,その後の企業情報システ

ム全体の流れに位置づけると必ずしもそれが

MISの正当な評価とはいえないのではないか｡

米国のMISでは,大企業の情報システムがよ

り整備されていき,その余波として中堅企業へ向

けたコンピュータ導入が行われる流れとなった｡

日本ではMISのブームによって大企業がコン

ピュータを導入し始め,しかもブーム後半それを

MISとよばなかった企業があったとしても,全

体として<企業情報システム>を目指してコン

ピュータを利用するように,ともかく日本におい

て舵がきられたことにその能動的な意義がある｡

6-4.意思決定支援システムとその展開

米国でMISが叫ばれていたそのころ,端末機

を通して対話型でコンピュータを利用し,人間の

意思決定にコンピュータを役立てようという研究

が進んでいた5)｡この研究では,あらかじめ決め

られた業務をコンピュータに処理させる定型的な

業務処理ではなく,できるだけ問題状況に応じて

フレキシブルに人間がコンピュータパワーを利用

できるようなシステムが指向された｡

当時の情報技術ではあらかじめ想定されたきわ

めて狭い範囲に限られるものの,このマンーマシ

ンシステムは人間の意思決定を対話型でコン

ピュータが支援する形態であった｡当初はMDS

(Management Decision Systems)ともよばれた意

思決定支援システム(Decision Support Systems :

以下DSS)の登場である｡

MISではコンピュータによる業務処理の自動

化の側面が強調され,結果として経営者に必要な

情報からはほど遠い部分しか実現していないこと

が失敗点として指摘された｡DSSでは,コン

ピュータが主役である人間を<助ける>という構

図であったため, DSSをMIS後の企業情報シス

テムの主導概念を位置づける場合も多い｡

ただし, DSSのシステムはいずれも企業情報

システムのサブシステムともいうべきもので,

個々のレベル,部門の意思決定者のために必要に

応じて構築されるので,企業情報システム全体が

DSSになるというものではない｡

しかし,そうであっても情報システムの目的が

｢人間の意思決定-の支援である｣との指摘には

大いなる意義があった｡情報処理における,効率

化,省力化,また簡単な決定の自動化を進めてい

くことが情報システムの目的であることは間違い

ないものの,それぞれの時点で立ちはだかる複雑

な意思決定に立ち向かう人間を支援する姿勢は,

情報環境がどのように変わろうとも常に追い続け

るべきテーマである｡

事実, DSSの形態を取るシステムはある意味

普遍的なシステムで,人口知能が流行した時代に

はエキスパートシステムがここでいうDSSにき

わめて近似した｡さらにDSSは, ESS (Execu-

57



専修ビジネス･レビュー(2007) Vol.2 No.1

tive Support Systems :経営者支援システム)あ

るいはEIS (Executive Information Systems :経

営者向け情報システム)とよばれるシステムへつ

ながり,グループウェアとしてのGDSS (Group

Decision Support Systems :グループ意思決定支

援システム)へと展開していく｡時流に応じ,〟

時的に名称は変えつつも, DSSとしての本質は

変わることがないのである｡

6-5.オフィス･オートメーション

70年代を通じて日本企業の情報システム整備

はそれなりに進んでいく｡ 70年代も後半に入る

と,オフィスで使われる情報機器は,電話,コ

ピー,汎用機(汎用コンピュータ,メインフレー

ム)の端末に加えて,オフィスコンピュータ(オ

フコン),ワードプロセッサ,そしてパーソナル

コンピュータ(パソコン, PC)などが次々と加

わってきた｡

80年代に入るとPCはビジネスマシンとして

十分な能力を持つようになり,また日本語ワープ

ロも急速に普及し始めた｡このような単体として

の情報機器の登場,普及によって,オフィスの省

力化,コスト削減をめざす機運が70年代末に高

まる｡80年代に入るやいなやオフィス･オート

メーション(Office Automation :以下OA)は,一一一一一

気にブームの様相を里した｡

MISのブームが情報システム部門と経営者と

の間のブームだとすれば, OAブームは大企業の

オフィスワ-カを巻き込み,中小企業もターゲッ

トとしたより大きなものとなった｡テレビコマー

シャルにも大々的に登場したため,一一一般の人も

OAという名称を知ることとなった｡

当時,あまりにブームが過熱したため,すぐに

飽きられ一過性のものにすぎなくなると懸念され

た｡確かにOAブームなるものは80年代前半に

終息したものの,飽きやすい日本人の間で比較的

長くブーム状態を保った概念であったと筆者は評

価している｡ブームが去った後も, OAおよび

oA機器という用語はオフィスにおける情報化に

必要なものとしてこの後長く使い続けられること

となる｡

この長期定着化の背景には, ①マイクロプロ

セッサ,通信技術を中心とした情報技術の急速な

進歩と, ②より深刻になるオフィスの効率化の要

請, ③情報システム部門が汎用コンピュータ中心

の既存のシステムの維持と新規のシステム開発に

追われ,オフィスにおける身の回りの小さなシス

テムには手が回らなかったことがあげられる｡

増え続ける情報量に見合うようなオフィスの人

員増は事実上不可能で,実際には増え続ける管理

部門の要員をむしろ減らしつつ,増え続ける情報

量に対応せざるをえなくなったことが,情報技術

と結びついてOAを定着させることとなったので

ある｡

6-6.エンドユーザ･コンピューティング

OAの目的は,当初は単体としてのOA機器の

導入による事務合理化,オフィス人員の削減ない

し増加抑制にあった｡しかし,時の経過による情

報環境の変化によって, IJANその他のネット

ワークにOA機器が接続されるようになって,塞

幹システムのデータベースの利用などのMML

(Micro-Mainframe Link)の問題や,表計算(スプ

レッドシート)やデータベース,グラフ処理など

の簡易ソフトの利用,さらにそれらのソフトのマ

クロ機能や第4世代言語(4GL: Fourth Genera-

tion IAnguage)によるユーザ自ら行う身近なシス

テムの開発なども現れてきた｡これらを総称して

エンドユーザ･コンピューティング(EndUser

Computing :以下EUC)とよぶ｡

80年代は欧米と比較すると日本では高い成長

が持続している時代で,新規のシステム開発の需

要は伸びていた｡したがって企業の情報システム

部門は通常の情報処理のオペレーションに加え,

新規のシステム開発および情報システムの保守管

理に手一杯になり,エンドユーザが望む細かい,

小ぶりのシステム開発に手が回らなくなった｡

システム部門はいつの時代も情報装備率が高く,

ソフトの生産性を高めるために最新技術が取り入

れられる｡しかし,どのような技術を取り入れて

も,システム開発そのものが人に依存し,たくさ

ん作るのには人海戦術が必要なことは今も昔も変
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わっていない｡

一方,情報システムの対象たるビジネスは,時

の経過と共にどんどん変化していく｡新規のシス

テム開発ばかりでなく,ビジネス変化に対応した

既存のシステムの手直しも恒常的に必要となる｡

この既存システムの修正,機能拡張であるシステ

ムの保守管理の負担は,特にこの時代の情報シス

テム部門に重くのしかかった｡

このような状況下にさまざまなOA機器が登場

しユーザ部門に配備されたわけである｡もちろん

オフコンやPCなどが情報システム部門の管理卜

に導入されたケースも多かったものの,事務機器

の延長線上で配備されることもあったため,すべ

てを把握することは難しかった｡さらにPCなど

にインストールされるソフトウェアにいたっては,

情報システム部門がバージョン管理を含めてすべ

てを把握することは当時ほとんど不可能であった｡

だからこそEUCが重要で, ｢OA機器をエンド

ユーザに自由に扱わせ,その自主性にまかせるこ

とによって情報システム部門の負荷を軽くしよう

とした｣のである｡ ｢エンドユーザの自主性にま

かせる｣とは善意の表現であって,実際は｢勝手

にさせている｣が実態で｢運を天にまかせて｣い

るのではないかと感じ取れる局面もあった｡それ

だけ企業の情報システム部門の負荷は大きかった

のである｡

これが80年代から90年代半ばまでのEUCの

本質であると筆者は考えている｡事実80年代後

半にはエンドユーザ開発(EUD: End User De-

velopment)という用語も用いられ,小ぶりのシ

ステムをユーザ自らが開発することが推奨された｡

このEUCの流れは,インターネットが企業に

導入される90年代半ばにいったん完全に断ち切

られたと筆者は考えている｡

インターネットに接続されたPCを1人1台使

うのが標準になるにしたがい,ネットワークにつ

ながるPCのソフトウェア(以ドソフト)は当然

ながら管理されなければならなくなる｡現在では

エンドユーザがPC上で使うソフトは,基幹系,

業務系システムで使われる応用ソフトを除くと,

ブラウザ,メールソフトの他は,ワープロ,表計

質,プレゼンテーション用のいわゆるオフィスソ

フトが主力になっている｡エンドユーザによって

使われるソフトは,原則的には情報システム部門

の管理下に置かれるようになっている｡

この理由は,正規のソフトを正しく管理して使

うためと,ネットワークにつながった情報システ

ムのセキュリティを確保するためである｡

前者は,いわゆる海賊版を排除し,ソフトの著

作権を尊重するとともに,ソフトのバージョンま

でしっかり管理し,バージョンの不揃いによる不

都合が生じないようにするのがねらいである｡

後者については,コンピュータの不正利用や個

人情報保護の問題でセキュリティを確保すること,

さらに企業全体の内部統制を確立する側面から情

報システムを見直すこと,これらが時代の要請に

なっているからである｡ソフトの管理とセキュリ

ティの確保は,現在の情報環境下では努力すれば

対処可能である｡少なくとも｢運を天にまかせ

る｣状態は避けなければいけない｡

80年台から90年代半ばまでの本稿で指摘する

EUCの時代には,これらはとてもかなわぬ要請

だったと思われる｡だからこその<EUC>だっ

たのである｡

表2のEUCは,他の主導概念とは違って下側

に表示されている｡また, 80年代前半に始ま

り, 90年代後半で終わったことになっている｡

その理由は以下の2点にある｡

EUCを情報システムの主導概念と考えること

は必ずしも　一般ではない｡少なくとも時代区分と

して採用することはほとんどない｡ここであえて

掲載しているのは,上記のような時代背景を持っ

たEUCが情報システムの発展上, <ほぼi･-.導概

念級の>重要性を持つと筆者が判断しているから

である｡

また,一般の主導概念より下に表記されている

のは,引き続くSISやBPRといった主導概念と

並立して存在していたからである｡

もちろん, 90年代後半以降もEUCは重要な概

念として使い続けられている｡現在のEUCは

｢情報システム部門の管理卜にオフィスソフトを

中心とした限定された利用範囲において,情戟を
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いかにユーザが有効利用するか｣の側面に焦点を

あてる概念である｡ DSS同様この考え方も情報

システムにとって普遍的な重要性を持つ｡

しかし,普遍的なEUCとは少々異なる意味合

いで<別のEUC>が歴史上存在したことを認識

するのは,企業情報システムを正しく認識する上

で大切だと考えているからである｡

6-7.戦略的情報システム

OAの普及が着実に進む一方で,情報システム

は企業戦略上のキーファクターとなりうる｡換言

すると,情報システムの差が企業の競争優位の源

泉になりうることが, 1980年代に入った米国で

認識されるようになった｡これを米国では一般に

｢情報技術の戦略的利用｣とよんだり,あるいは

ワイズマン(1988)が名づけた戦略的情報システ

ム(Strategic Information Systems :以下SIS)と

よんだりした｡

もちろん現在のインターネット以前の<固い>

ネットワークであるものの,当時の情報技術でも

かなりのネットワーク化が可能となっていた｡こ

こでの<固い><従来型の>ネットワーク化には,

インターネットを利用する場合とは異なり,ネッ

トワークの整備が自ら必要なため巨額の資金がか

かった6)｡

しかしながら,いったん他社に先行してネット

ワークを構築して取引先を囲い込めれば,後続企

業のネットワーク化をかなり阻害することができ

た｡

この時代はインターネットと比較すると,まだ

ネットワークの萌芽時代ともいえる状態で,自前

のネットワークがそれぞれ独立に存在しはじめた

時代であった｡自分でネットワークを構築できな

ければ,誰かの作った独立の,すなわち<イン

ター>でない,インターネットとは比較にならな

いほど小さなネットワークへ入れてもらうしかな

い時代であった｡

このようなネットワークの囲い込みによる競争

優位の事例を中心に,情報システムの企業競争上

の戦略性が認識され, ｢企業の競争戦略を支援し,

または形成することを意図した情報技術の利用

法｣としてのSISが登場したわけである｡

MISの時代にも事例とされたアメリカンエア

ラインのSABER (Semi-Automated Business Re-

search Environment)システムがより整備され,

拡張され,単なる座席予約システムからホテル,

レンタカーの予約などを一手に引き受ける旅行業

のCRS (Computer ReseⅣation Systems)を持つ

優位性が紹介された｡その他,日米で情報システ

ムを企業経営上に効果的に利用している事例が,

情報技術の戦略的活用のメリットを示した｡

これまで企業の後方活動,すなわち支援活動と

してのバックオフィスであると認識されていた情

報システムが,このSISの議論において初めて本

格的に戦略と結びつきうるものと認識されたわけ

である｡情報システムの企業競争上の価値が認識

されたという側面でSISは非常に重要である｡

<人と違うこと>を好まない日本では｢情報技

術の戦略的利用｣という表現はあまり用いられず,

もっぱら一律にSISという用語を用いた｡ブーム

の,すなわち時代を引っ張る概念としてSISが用

いられたのである｡その結果, <競争優位獲得の

ために>情報システムの再構築が必要ということ

で, "バブルの時代"の89年から91年にかけて,

猛烈な情幸田ヒ投資が行われた｡

米国でも日本でもSIS構築をめざした情報化投

餐では,企業は必ずしも満足のいく競争優位が獲

得できなかった｡その実態は,競争相手の情報化

投資を意識しつつ, <競争から脱落しない>ため

の情報システム強化の側面が強かった｡

日本では花王やコクヨが個別企業のネットワー

ク化の事例として,業界VAN (Value Added NeL

work)としてはメーカの連合としてのプラネッ

ト,卸と小売が手を結んだコアネットなどがネッ

トワーク化の事例として取りあげられた7)｡

これらの事例研究を通じて当時のネットワーク

化の展開を理解すると共に,インターネットの登

場によって<従来型のネットワーク>がどのよう

に変容したのかを理解することは,現在の情報シ

ステムを認識する上で重要である｡
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6-8.リエンジニアリング(BPR)

バブルの崩壊とともに,ほとんどの情報化投資

が中止に追い込まれた｡日本のSISはここに終駕

を迎えた｡さらに情報システムのオープンシステ

ム化,ダウンサイジング,ライトサイジング,ア

ウトソーシングなどの技術の波が押し寄せ,これ

までの情報化投資の姿勢に猛省が迫られた｡
一方,米国ではSISの時代から顧客満足(Cus-

tomer Satisfaction :以下CS)の視点から仕事の

仕組みを原点から組み直すビジネス･プロセス･

リエンジニアリング(短くリエンジニアリングと

よぶ場合もある｡ Business Process Reengineer

ing:以下BPR)が議論されていた｡ハマーと

チヤンピー(1993)はBPRとは｢コスト,品質,

サービス,スピードのような,重大で現代的なパ

フォーマンス基準を劇的に改善するために,ビジ

ネス･プロセスを根本的に考え直し,抜本的にそ

れをデザインし直すこと｣と定義している｡

BPRでは,細分化された仕事を可能な限りま

とめ, 1人の従業員あるいは少人数のチームが責

任をもって遂行するため1人の裁量の範囲が広が

る｡従来は例外処理が全体の進行を妨げてきた｡

BPRでは,単純な標準化された処理ステップの

パーツの集合を,より大きな通常起こりうる複数

の例外処理を含めたプロセスに吸収してしまう｡

そして本当の例外は例外処理担当者にまかせて,

残りのプロセスを遅滞させないようにする｡この

ようなBPRを成功させるためのバックボーンと

して情報システムの整備, ICTの有効利用が要請

された｡

日本では,バブル崩壊後のマネジメント手法と

してリストラクチャリング(以下,リストラ)と

ともにBPRが注目された｡

日本での<リストラ>は,前向きな事業の再編

成という本来の意味よりも,これを壊小化し,早

なる<人員削減>を意味する概念としてより多く

使われた｡もう一方のBPRは,マネジメントの

手法というより,新規の情報化投資がストップし

たバブル崩壊後における<情報システムの通常の

更新,整備>を行うにあたっての指導原理という

意味でブーム的に使われることとなった｡

この時代, PCなどの情報機器価格の急落と,

インターネットの登場によるネットワークの低コ

スト化による急増とが重なった｡大企業の通常の

システム更新がなされる場合,従来とほぼ同じコ

ストで,すなわち追加コストなしに,本社管理部

門はインターネットに接続された1人1台のPC

利用環境-と変貌していった｡この意味では｢イ

ンターネットへの過渡期あるいは導入期｣と理解

した方がわかりやすいかもしれない｡しかし,情

報システムの主導原理としてはこの時代BPRが

存在したことに間違いない｡

この時期以降がまさに本稿の｢3.なぜ情報シ

ステムがとらえいくいのか｣, ｢4.何が見えてい

ないか｣で記した,本格的な企業情報システムの

<混迷状態>に入ることとなる｡

6-9. CALS･EC･e-Business

1990年代後半から21世紀初頭は,まさにイン

ターネットが企業から家庭に普及していく時代で

ある｡初期には,企業間であるB2B (Business

toBusiness),後期には,企業と個人間であるB

2C (Businessto Customer)のビジネスが成立

していく｡

CAI,Sは米国でSISが始まる1985年頃国防省

がコンピュータ利用によるロジスティックス支援

(Computer-Aided IJOgistics Support)として提唱

した概念から端を発する｡88年頃にはコン

ピュータ利用による調達とロジスティックス支援

(Computer-aided Acquisition and bgistics Sup-

port)となった｡インターネットが国防省の研究

開発用のネットワークから出発したように,

CAI,Sもまた民間にもその効用が知られるように

なり, 92年には商務次官が｢CAI.Sで米国の製造

業を再生させる｣と宣言することとなる｡

CAI,Sはロジスティックス支援の範囲を越え,

論理的な統合製品データベースを中心にネット

ワークを介して,各企業が特異な分野を担当して

結びつくEI (Enterprise Integration)の概念に広

がっていく｡ EIは仮想企業(virtualcorpora-

tion)の概念とほぼ同等のもので,より標準化さ

れた企業間の情報インフラが強調される｡そこで
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の軍事用語のイメージを薄めるために93年には

継続的な調達とライフサイクルの支援(Continu-

ous Acquisition and Life-cycle Support)と名称変

更された｡日本ではCAI,Sをこの名称の略号とし

てとらえ,当時の通産省では｢生産･調達･運用

支援統合情報システム｣とよんだ｡米国商務省は

EDI(Electronic Data Exchange :電子データ交

換), EC(Electronic Commerce :電子商取引)に

ついての指導を強め, 97年に政府機関が行う調

達業務はECで行うという指示を出した｡この商

務省の意も受けて, CAI,Sは高速(光速)な商取

引(Commerce At Light Speed)にさらに名前が

変わっている｡

日本では, CAI,Sは94年から95年にかけて主

に製造業を中心として議論された｡しかし,従来

からのEDIの発展系としてインターネット時代

にふさわしいECがこの領域の総括的な呼び名と

されるようになり,アマゾン･ドット･コムなど

のB2Cの米国事例に刺激を受け, 99年から

2000年にかけてはe-Businessが情報システムの

流行語的主導概念となった｡

個人的にはe-Businessをこの時期全体の主導

概念としたいところである｡しかし, H本では流

行が過ぎるとすべての概念の使用頻度が極端に落

ちる傾向があるため, ECを中心とした3用語の

併記としている｡

この時期はインターネットが企業に本格的に普

及していく時期で,それと同時にデータウェアハ

ウス(DataWarehouse: DWH),データマイニン

グ,サプライチェーンマネジメント(Supply

Chain Management :以下SCM ) , CRM ( Cus-

tomer Relationship Management :顧客関係管理) ,

SPA (Sales Force Automation :営業支援システ

ム),知識経常(Knowledge Management :以下

KM) , ASP (Application Service Provider) , ERP

(Enterprise Resource Planning :統合業務パッ

ケージ)などの現在の企業情報システムのサブシ

ステムを構成する情幸田支術ないしアプリケーショ

ンシステムやサービスが企業情報システムに取り

入れられた時期でもある｡

6-10.ユビキタス社会, Web2.0

2000年春,米国のインターネット企業の淘汰

が始まりインターネットバブルの崩壊と騒がれた｡

2002年頃にはEC, e-Businessが使い古されてき

て,これに代わる新たな主導概念が求められるこ

ととなる｡この時期主導概念として躍り出たのが

ユビキタス社会である｡ユビキタス(ubiqui-

tous)とは｢いたるところにある,どこにでもあ

る,遍在する｣という意味で,いつでも,どこで

も情報に接することのできる社会を意味する｡

ユビキタス社会についての議論では,現在とい

うより近未来社会が構想されるという趣が強い｡

企業情報システムと直接関連する具体的な事項と

しては,電子タグ, ICタグなどと呼ばれるIC

チップを利用した非接触認証技術であるRFID

(Radio Frequency Identification)の開発とこれの

ビジネスへの導入が議論され,ここのところ実務

に活用され始めた｡

もう一方で注目すべきは,インターネットの第

2世代サービスの提供と位置づけられるグーグル

やウイキペデイア,さらにブログやSNS (Social

Networking SeⅣice)の利用者の急増についてで

ある｡オライリーらはこのようなインターネット

の新しい利用法,サービスを説明する概念として

｢web2.0｣を提唱している8)a

このインターネットの世界における動向はネッ

トを利用しない人々や,既存の企業組織の目で見

えるものとサービスを通じてのビジネス活動とは

-一見無縁のようにみえる｡

グーグル,ヤフー,マイクロソフトが激突する

検索エンジンのユーザ獲得競争は,検索サイト自

身がユビキタスな状況における情報を自ら生み出

したり,蓄積したりしなくても,情報の利用に関

してのインフラストラクチャに自らになることに

よってサーチエコノミーを体現しようとする!))0

梅田望夫(2006)は, ｢｢イ　ンターネット｣

｢チープ革命｣ ｢オープンソース｣という｢次の

10年-の三大潮流｣が相乗効果を起こし,その

インパクトがある開催を越えた結果,リアル世界

では絶対成立し得ない｢三大法則｣とも言うべき

全く新しいルールに基づき,ネットの世界は発展
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を始めた｣と述べている｡

ここでいう三大法則の1番巨=ま, <不特定多数

無限大>に近い膨大な人間の意思の集積情報,た

とえばある商品についての価格づけや評価情報が

集まることによって, <神の手>に近い評価がで

きる状態をいう｡ ｢全体を傭轍する視点,神の視

点からの世界理解｣が可能になると梅田は表現し

ている｡

2番目と3番目は筆者の理解では両者は連動し

ているもので,たとえばグーグルは検索連動広告

アドワ-ズ事業に加えて,低コスト構造のインフ

ラを背景にアドセンスの仕組みを導入した｡これ

によって,一方で小規模などジネスでも世界-向

けて広告発信が可能になるとともに,総表現社会

の<個人>が自らのホームページやブログ亡に広

告を掲載することによってお金を稼ぐ仕組みを提

供したことである｡

｢ネット上に作った人間の分身がカネを稼いで

くれる新しい経済圏｣が登場し,それによって

｢放っておけば消えて失われていたはずの価値を

｢不特定多数無限大｣ぶん集積しようという考え

方である｡もしその自動集積がほぼゼロのコスト

でできれば, ｢Something｣ (某かの価値)になる

という10)｡

これらのインターネットの中という<あちらの

世界の動向>は,目に見える<こちら側>の企業

情報システムに直接の影響はないかもしれない｡

しかし,ビジネスそのもの中核は<情報>である

はず｡ <あちら側>を含めた<情報>の動向に常

に臼をくぼり, <あちら側>で生まれる膨大な情

報を利用できる体制を取れる企業情報システムも

あっておかしくない｡

6-ll.われわれに必要な視野

以上｢表2情報システムの主導概念の変遷｣を

オーバービューしてきた｡われわれは今どこに位

置しているのであろうか｡情報技術の世界でドッ

グイヤーという言葉が使われて久しい｡犬は人間

の約7倍の速さで成長していくことから,この業

罪,特にインターネットの世界では従来の1年が

7年分でどんどん変貌していくことをあらわす｡

文字通り2年も立てば｢十年一昔｣を越えてしま

う｡ 2002年から表の右端のユビキタス社会,

Web2.0に入ったとして, 4年も立てば当然次の

ステージが見えてこなければならない｡

表の両端は現在の人間の一一年より短い,たかだ

か60年であるものの,この間の変化はすさまじ

い｡われわれが表の右端に立っていたとしても,

表全体に示される主導概念を程度の差はともかく

含んだ世界が,現在の企業情報システムであるこ

と｡これが,さらに少なくとも表の右半分で生ま

れたシステムを遺産として引き継ぐ,まさに混沌

とした世界であること｡だからこそ現在の企業情

報システムを正確にとらえるために, <過去>か

ら<現在>の主導概念変遷の理解と全体の流れの

視野が必要なのである｡

7.まとめ　今後の課題

現在の姿を理解させるために過去を説明する必

要があることについては｢5.なぜ過去から現在な

のか｣に記した｡しかしながら,過去の事象を説

明する場合,必要な内容を｢過不足なく｣伝える

のは難しい｡とくに同時代にその事象を経験した

者は,その事象に詳しいが故に細かく説明しがち

となる｡本稿で示したオーバービューも｢過不

足｣に関しては私見の域を越えてはいない｡

情報技術の進歩の状況,社会情勢,経営環境に

呼応した情報システムの変容を伝えることは,そ

れ自身意味のあることであろう｡しかし,<現在>

を知りたい者にとって,現在とつながることが明

確でない<過去>なら,詳しく知る必要はないと

判断することを忘れてはならない｡

本稿でとりあげなかった(1)企業情報システム

の現状把握については,別途実態調査を含めた研

究プロジェクトを組織している｡ (3)上記2点を

理解させうるテキストについて, El本および英米

の文献について別途調査研究の上,何をどう伝え

るかの議論をしていく｡いずれもまだ研究途中で

あり,今後の研究の進展にあわせて別途その成果

を公表していかなければならないと認識している｡

63



専修ビジネス･レビュー(2007) VoJ.2No.1

付記

本研究は,平成18年度専修入学個別研究助成｢企業情

報システム実態把握のためのフレームワーク抽flH二それ

を利用したアンケート調査｣の研究成果の-一部であるo

注

1) Kenneth C. hudonとJane P. IJaudonは, Manage-

ment Information Systems i Essentials of Management

Information Systemsの2冊のテキストを最近ではほぼ

毎年改訂している｡最新版はどちらも2006年,前者

が10訂版,後者が7訂版である,常時改訂のための

作業が行われていると考えられる｡

2)前掲のLaudon and I.audonでは,テキストの対象が

CBISであると明記されている｡

3)内野･小揮･村田(1999),内野(1999)はその調査

研究プロジェクトの成果の一部である｡

4)この間題に対して穂積和f-を[ト亡､とする共)Hl研究プ

ロジェクトが実態調査結果を公表している｡穂積和

子他(2005,2006a,2006b)他を参照のこと｡

5) ScottMol1onは1960年代にDSSの研究を行い1967

年に学位を取得している｡その論文がベースになっ

てr-rJ行されたのがScottMorton (1971)である｡初期

のDSSに関する論文にはGorⅣ　and Sco仕　Morton

(1971),Gerrity(1971)などがある｡

6) <Lfllい>ネットワークとは,ネットを引くたびに

ケーブルの配線を行わなければならないような,融

通性のない,そして時間と金のかかるという意味で

ある｡ <従来型ネットワーク>という表現は,イン

ターネット以前の従来のネットワークを知っている

ことを前提にしている｡インターネット以前を知ら

ない学生向けには, ｢以前から今まで｣という意味の

<従来>よりも, <以前の>ネットワークあるいは

<占い>ネットワークと表現した方が適当かもしれ

ない｡

7)拙稿, ｢情報ネットワーク化戦略｣,島田達巳･海老

揮栄一(1989)の第4勘二は当時の事例が紹介され

ている｡花王とプラネットのその後現在に至るまで

の関係も興味深い｡

8) Tim O'ReillyらのWeb2.0についての最初の議論はF

記のサイトで原文,日本語とも読める｡

http : //www.Oreillynet.com/pub/a/oreilly/tim/news/

2005/09/30/what-is-web-20.html

http.･ //japan.cnet. com/column /web 20/story/ 0 ,

2000055933,20090039-5,00.htm

h仕p : //japan.cnet.com/column/web 20/stoIY/0,

2000055933,20090424,00.htm (2007. 1. 10確認)

9)サーチエコノミーについては佐々木(2006)や宮永

博史の下記サイトを参照されたい｡

h仕p : //premium.nikkeibp.co.jp/itm/col/miyanaga/ 10

/03.shtml (2007. 1. 10確認)

10)この部分の表現は舌足らずかもしれない｡興味のあ

る方は梅打1望夫(2006)を参照するだけでなく,

グーグルの検索でWeb2.0,グーグル,アマゾン,

ウイキペデイア,ブログ, SNS,ロングテールなど関

連する用語を検索のこと｡本としての実体を持った

<あちらの世界>に関する情報が<こちらの>世界

にあると同時に,それ以上に多くウェブサイトやブ

ログで議論されていることがわかる｡そして何より

検索対象の<実体>そのものが<あちらの世界>に

存在しているのであるから｡
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